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北近畿ガスパイプラインの効果の全体像

北近畿ガスパイプラインの効果の全体像は下記が想定できる。

北近畿ガスパイプラインの整備による効果

出所：日本総研作成

北近畿
ガスパイプライン
整備による効果

産業支援・企業誘致

安価なガス供給を実現する工業団
地を訴求して、産業育成や企業誘
致（含発電所）を促進できる（←府
県の過去調査で示すことが可能）

セキュリティ向上効果①

産業集積する太平洋側のエネル
ギーセキュリティを更に強靭なもの
にできる（←被害の前提条件の設
定などが複雑で推計困難）

価格低減効果②

ガス価格低下に伴うガスコジェネの
拡大による（排熱利用などの推進
で）省エネが推進する（←個別事情
に依存するため全体推計は困難）

建設に伴う経済波及

パイプラインの敷設・関連する建設
工事に伴う雇用創出などの経済波
及効果が得られる（←産業連分析
により推計可能）

価格低減効果③

LPGや石油から都市ガスへの燃料
転換が進み、需要家の燃料コスト
の削減が可能になる（←個別事情
に依存するため全体推計は困難）

セキュリティ向上効果②

地域間のエネルギー融通の選択肢
に乏しかった日本海側のセキュリ
ティを向上できる（←被害の前提条
件の設定などが複雑で推計困難）

CO2削減

ローリー輸送からパイプライン調達
への切替により、ローリー車による
CO2排出削減が可能（←パイプラ
イン建設とLCAでの比較が必要）

価格低減効果①

ローリー輸送を受ける都市ガス事業
者／需要家のパイプライン調達へ
切替による調達・貯蔵費用の削減
（←託送料設定によるも試算可能）
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広域パイプライン整備による効果の検討事例

• パイプライン整備
に伴う主要な効
果は個別事情の
勘案が必要なた
め、推計が困難

• 特にセキュリティ
に関する効果の
算定は「発生確
率」の議論を合
わせた検討が必
要になるが、この
あたりの定量化
も難しい

広域パイプライン整備に係る国の効果算定ではLNG基地投資回避やCO2削減効果などの定量化
が主であり、セキュリティ効果(バックアップ効果)の定量化評価は困難とされている。

広域パイプライン整備による効果

出所：経済産業省総合資源エネルギー調査会総合部会天然ガスシフト基盤整備専門委員会資料（三菱総合研究所資料）に日本総研加筆



災害による産業への影響に関する検討事例
均衡モデル・産業連関分析
東⽇本⼤震災後には、事後的に得られた詳細かつ広範な情報・データを利⽤し、直接
被害額に加え⼀般均衡モデルや産業連関分析を活⽤した、GDPの押し下げ効果などの
影響を推計する研究が多数発表された。

東日本大震災の影響検討事例

出所：徳井ら：東日本大震災の経済的影響、RIETI Policy Discussion Paper Series 12-P-004（2012）に日本総研追記

• 震災による直接被害額を
軸に、一般均衡モデルを
用いたGDP押し下げ効果

を推計する事例が多数存
在

• また、サプライチェーン途
絶による影響に特に着目
し、産業連関分析を行う
事例も存在。

• 特に、産業連関の共有側
を通じた前方連関の波及
を扱った試算結果も存在。

• 一方、こうした影響分析は
事後的に得られる広範な
データが必要であり、簡易
推計に向かない。



広域ガスパイプライン整備に係る国の動向

セキュリティ効果の定量化評価は困難とされているものの、経済産業省のガスシステム改⾰⼩
委員会では、広域ガスパイプライン整備に向け、社会的効果も含めた費⽤便益分析や整備促進
策等が必要との議論がされている。

経済産業省ガスシステム改革小委員会における議論の概要

出所：経済産業省総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 ガスシステム改革小委員会（第25回）資料より抜粋

国においては、これら措置の実施に向けた今後の検討の進め⽅が議論され
ている。本研究会においても、国の動向に⽬を向けつつ、費⽤便益分析等
の整備に向けた調査を進めていくこととする。

広域ガスパイプライン整備に向けた主な措置
【措置①】国が全体最適的な整備⽅針を策定。
【措置②】費⽤便益分析の結果、事業収⼊と社会的効果が整備コストを上回る広域ガスパイプ

ラインについては、全体最適的な観点から整備されるべき。
【措置③】事業者間の利害調整に係る仕組みの導⼊が必要。
【措置④】事業採算性を⾼めるため、沿線の天然ガス需要を喚起するための施策の検討が必要。


